
別紙３

１　総括

（1）人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は、平成28年4月1日現在の人数である。

3 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務）の給与費が

含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

（3）ラスパイレス指数の状況

1

2

※ ■ □

■ □

■ □

5,8265,433

一人当たり給与費

B/A

伊予市の給与・定員管理等について

人件費率

27年度

14.6%

（千円）

給料

（参考）
類似団体平均
一人当たり

給与額

計

年度
B

14.2%

A

37,859 人

実質収支

B
職員手当 期末・勤勉手当

2,647,344

（千円）

775,233

人件費率

B/A

人件費

28 18,078,953

（29年1月1日）

住民基本台帳人口 歳出額

（注）

年度

28

A

職員数
給与費

1,113,409315

超えている

類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均
したものである。

ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた
め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職棒
給表（一）適用職員の棒給月額を100として計算した指数。

していない している

していない

（注）

している

1,711,328171,857 426,062

①3年前に比べ1ポイント以上上昇しているか

②3年連続で上昇しているか

③100を超えているか 超えていない
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（4）給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

平成27年度4月から実施

②その他の見直し

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（1）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成29年4月1日現在）

①一般行政職

②技能労務職

うち

うち

うち

うち

《概要》国の給与制度の総合的見直しにおいては、棒給表の水準の平均2％の引下げ及び地
域手当（伊予市は地域手当の支給無し）の支給割合の見直し等に取り組むとされている。

実施内容：国の給与制度の総合的見直しに準拠し、給料表の水準を平均約2％引き下げ、
激変緩和のため平成30年3月31日まで経過措置を実施する。

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当（現在対象者なし）について、国と同様に平成
27年4月より見直しを実施。

259,600用務員

－愛媛県

328,360

伊予市

学校給食員

3

－

－

1.32

参考

－

公務員 民間
区分

－

4,409,800

50.6 286,833

50.8

参考

C　　円

－2,722

52.0

類似団体

－

年収ベース（試算値）の比較

平均給与月額

－ －

55.1

A／B

－

対応する民間

－－

公務員

13

平均年齢 平均給与月額

用務員

1.24

－

207,300

46.2調理士

－

220,300

317,165

（国比較ベース）

52.3

－

職員数 平均給料月額

242,700

（国比較ベース）

－

237

7

A　円人 の類似職種

266,784273,130255,600

民間

歳 歳

51.0

　円

平均年齢

231

円

264,599

271,200

区分

B　百円

D　　円
C／D

平均給与月額

257,228

332,200 369,430

274,267

・年収ベースの「公務員C」及び「民間D」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したも
のに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給さ
れた年間賞与の額を加えた試算値である。

2,915,300 1.37

（伊予市）

318,093

343,212

49.5

伊予市

円

366,847

－

・民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。
（平成26年～28年の3ヵ年平均）

344,351

－

国

学校給食員

校務員 1.562,818,600

3,984,836

331,01218

・技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点にお
いて完全に一致しているものではない。

－

43.6 －

－

国

372,770

410,719

類似団体 42.4

－

平均給与月額

426,548335,862

317,300 343,092

愛媛県

330,531

平均給与月額
区分

平均年齢

人

44.4

42.6

－

歳

職員数 平均給料月額



③教育職

1

2

（2）職員の初任給の状況（平成29年4月1日現在）

（円）

（3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成29年4月1日現在）

（円）

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成29年4月1日現在） *参考28年度

1 伊予市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

14.68%

9.09%

363,867

主査

318,500

-

与月額/円

142,600

職員数
％ *

8.26%

最高号給の

給与月額/円

247,100

1号給の給

303,800

409,800

444,500

-計

349,600

380,600

228,900

262,000

100.0%218231

362,3003

392,600

10.09%

288,000

22

構成比
標準的な職務内容

類似団体

「平均給料月額」とは、平成29年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平
均である。

※上記金額は、人事院勧告を反映している。

147,100 149,882

25

経験年数30年

－

383,411

職員数

100.0%

1.38%

70

192,700

32

12.39%

21.10%

32.11%

平均給与月額

355,400

構成比

325,550

372,500

経験年数25年経験年数20年

大学卒

144,500

124,432

140,099

1級

区分

伊予市

7級

6級

4級

（注）

中学卒

一般行政職

高校卒

職員数

高校卒

高校卒

区分

179,200

147,100

－

327,058299,577

179,200

46.1

伊予市

愛媛県

－40.8

歳

377,956

44.5

愛媛県

183,312

414,308

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務
手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
いて明らかにされているものである。
　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベー
ス（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

＊小中学校（幼稚園）教育職員

人

415,976

－

（注）

円 円

平均給料月額

（国比較ベース）
区分

平均給与月額平均年齢

技能労務職

16 408,569

－

国

－

一般行政職
大学卒

296,100

344,570

課長補佐・次長・分室長

42

係長

％

13.85%主事・技師

主任 27

46

区分 経験年数10年

5級

2級

18

33

1.73%4部長

人

32

10.82%

21

人 *

18.18%

32.03%

14.29%

課長・所長・局長・室長

3級

136,500

240,533

－

74



1級
2級
3級
4級
5級
6級
7級
合計

（2）昇給への人事評価の活用状況（平成29年4月1日現在）

４　職員の手当の状況

（1）期末手当・勤勉手当

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（　）内は、再任用職員に係る支給割合。

昇給可能な区分
昇給実績が
ある区分

昇給可能な区分
昇給実績が
ある区分

○ ○○

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

（加算措置の状況）

－

○

○ ○

2.62.6

（加算措置の状況）

(0.80)

1.70

1人当たり平均支給額

1.701.70

(1.45) (0.80) (1.45)

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

（平成28年度支給割合）

1,588

（平成28年度支給割合）

（千円） （千円）

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

(1.45)

伊予市の運用

国伊予市

1,454

2.6

1人当たり平均支給額

管理職員

愛媛県

（注）

（平成28年度支給割合）

(0.80)

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

（加算措置の状況）

　1年度を上半期（4月から9月）、下半期（10月から翌年3月）に分けて勤務状況の評定を
行っています。
　勤務評定（人事評価）は、評定を受ける職員の上司2人（例：課長補佐と課長）が、実
績・能力・態度の区分ごとに評価を行い、人材育成につなげるほか、その結果を昇給、勤
勉手当、昇格等の人事管理上の資料として活用しています。

1.人事評価を活用している

（平成28年度） （平成28年度）

2.人事評価を活用していない

活用している昇給区分

活用予定時期

上位、標準、下位の区分

一般職員

1級, 13.85% 1級, 8.26% 1級, 5.00% 

2級, 10.82% 
2級, 12.39% 

2級, 9.20% 

3級, 18.18% 3級, 21.10% 3級, 36.70% 

4級, 32.04% 4級, 32.11% 4級, 17.00% 

5級, 14.29% 5級, 14.68% 
5級, 18.40% 

6級, 9.09% 6級, 10.09% 6級, 11.00% 
7級, 1.73% 7級, 1.38% 7級, 2.70% 

0% 
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平成29年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比 

7級 

6級 

5級 

4級 

3級 

2級 

1級 



（2）退職手当（平成29年3月31日現在）

（支給率） （支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

（3）特殊勤務手当（平成29年4月1日現在）

（4）時間外勤務手当

活用予定時期

2.人事評価を活用していない

○

標準の区分のみ（一律）

○

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

昇給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○

1.人事評価を活用している

活用している成績率 昇給可能な
成績率

昇給実績が
ある成績率

昇給可能な
成績率

【参考】勤勉手当への人事評価の活用状況（平成29年4月1日現在）

伊予市の運用 管理職員 一般職員

支給実績/H28主な支給対象業務

伊予市

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成28年度）

（注）

1体680円

感染症防疫手当

400円(日)

集団発生890円(日)
　〃 以外840円(日)

（千円）
0

感染症患者の救護又は感染症の病原体の付着
した物件若しくは付着の危険がある物件の処
理作業に従事

行旅病人の看護又は行旅死亡人の処置に従事

野犬の取扱作業又は狂犬病予防注射に従事

自己都合

千円

6,500円(回)

野犬等取扱手当

行旅病人2,720円
行旅死亡人6,900円

動物死体処理手当

時間外往診手当
（千円）

0

（千円）
37

（千円）
8

28 円477,089

千円

49.59

（千円）

49.59

（円）4,648支給職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

（％）

46

支給単価

応募認定・定年

29.145

49.59

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

49.59

自己都合

34.5825

国

25.5562525.55625

　1年度を上半期（4月から9月）、下半期（10月から翌年3月）に分けて勤務状況の評定を
行っています。
　勤務評定（人事評価）は、評定を受ける職員の上司2人（例：課長補佐と課長）が、実
績・能力・態度の区分ごとに評価を行い、人材育成につなげるほか、その結果を昇給、勤
勉手当、昇格等の人事管理上の資料として活用しています。

41.325

29.145

49.5941.325

応募認定・定年

（千円）
0

1人当たりの平均支給年額支給実績（総額）

20.445

動物の死体処理作業に従事

退職手当の1人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した職員に支給された平均額。

83,968

12,123

支給実績（平成28年度決算）

20.445

2.9

手当の名称

1人当たり平均支給額

34.5825

49.59

年度

行旅病死人処理手当

伊予市国民健康保険直営歯科診療所に勤務す
る医師が、勤務時間外に往診した場合



（5）その他の手当（平成28年度決算時）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

各数値については、普通会計決算によるものである。

５　特別職の報酬等の状況（平成29年度）

退職手当

1

2

3

6,500

国の制度
との異同 1人平均（円）総額（千円）

241,936
配偶者がない場合にあっては、そのうち1人については11,000円

13,000

支給実績（28年度決算）

配偶者

子

退職手当の「1期の手当額」は、平成29年4月1日現在の給料月額及び支給率に基づ
き、1期（4年：48月）勤めた場合における退職手当の見込み額である。

平成29年4月の任期満了に伴う市長の退職手当支給実績は、給料月額の減額により
22円である。

報酬

31,400

類似団体における最高/最低額

230,000議長

副議長

議員

給料月額

円

円

950,000 259,000円

474,000

545,000

円

603,900 円

333,000

409,000 円

（国）46,300円～130,300円（行政職俸給表（一）適用職員）

円

円483,000

422,960

55,200

49,300

772,000

円

円

71,662

その他の部長級

課長補佐級

36,798異

31,600

37,400

43,400

分室長

60,000

16,841

支給限度額

2,000

交通機関使用者

片道2キロ以上5キロ未満

最長6ヵ月の定期券等の価格による一括支給

以後距離数によって決定

55,000

片道5キロ以上10キロ未満 4,200

45,726同

円

同

片道10キロ以上15キロ未満

17,408 272,003

通勤手当

同

7,100

片道15キロ以上20キロ未満

19,099,200

副市長

議長

副議長 3.3

市長

借家居住者（限度額） 27,000

（注）

10,000

円

200,000

区分

（注）

管理職手当 課長級

総務部長

給料
735,250

1ヵ月当たりの支給限度額

市長

副市長

交通用具使用者

180,000

任期満了の都度
月額×46/100×在職月数

円

月

8,696,160

442,000

（29年度支給割合）

3.3

305,000

（29年度支給割合）

（算定方式）

月額×27/100×在職月数

月

市長・副市長の給料月額は、条例上の給料月額から特例条例措置による率を減額して
いる。

副市長

期末手当

市長

議員

（支給時期）

円

円

（1期の手当額）

住居手当

円

次長級

支給単価手当名

扶養手当



６　職員数の状況

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由

人

人

人

人

人

(注） 1　職員数は一般職に属する職員数である。

2　[　]内は、条例定数の合計である。

（2）年齢別職員構成の状況（平成29年4月1日現在）

2

農林水産

人

人

2

普
通
会
計

商工

4

15

23

人

人

58 人

7人

人

人

26

257

315

人

人

人

人

人

0人

人18

人 人0

15 人

0

人人

人

1

0

880

平成29年平成28年

人

人人

人

人

0
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人
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7

84
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一
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政
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門
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土木
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業務の追加

23

0

人

83 人

16

72

26

人246

12

20

その他 人

未満
23

20
年齢区分
（歳）

下水道

24

30 24職員数（人） 435

人

43

31

～
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350

28
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～

63

人

39

人

人]人]
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36

人口1万人当たり職員数

人

[0
合計
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23

人

10
公営
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会計

361人

0
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4432 40
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11

人

人

0

<参考>

人
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人
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計
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以上
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<参考>

業務の追加

77.00

人口1万人当たり職員数

人口1万人当たり職員数 67.88

99.96（類似団体の人口1万人当たりの職員数）

業務の追加

人

<参考>

人

人

業務の見直しによる

人
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教育部門 57

国体実施ほか業務の追加

人
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（3）職員数の推移

１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

２　24年、25年、26年は教育長を含んだ数値である。

７　公営企業職員の状況

（1）水道事業

①職員給与費の状況

ア　決算

（千円）

1 職員手当には退職手当を含みません。

2 職員数は、平成29年4月1日現在の人数です。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成29年3月31日）

（円）

平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

期末手当 勤勉手当

月分 月分

（注）

年度
総費用

教育 58

職員給与費

普通会計計

公営企業等会計計

28 千円

57

　　　　　  年度
部門別

244

24年

一般行政

303301

25年

246

306

5255

298

251

過去5年間
27年

（単位：人・％）

057

26年

243

の増減数（率）

9

29年

B/A
27年度

4647

（＋2.9％）

（＋3.5％）

（±0.0％）

9

12.3%

（ -8.7％）

70,342

58

千円 12.7%

-4

（＋1.4％）

315

給料
B

345

A

350 361353

572,397

総合計

給与費

5

303

47

350

純損益又は実質収支

257

28
A

248

1人当たり給与費

千円

年度

6,4014,193

職員手当

52

356

47

1人当たり平均支給額

伊予市

50

伊予市(水道事業）

1人当たり平均支給額

職制上の段階、職務の級等
による加算措置

（平成28年度）

44.4歳団体平均

（千円）

2.6

1,482

団体平均

1.7

8 33,272

平均年齢

513,093

46.7歳

（千円）

（平成28年度）

1,963

期末・勤勉手当

63,548

（注）

職員数

28年

413,378

基本給 平均月収額

28年度
B/AB

（参考）市町村
（政令指定都市を
除く）平均一人
当たり給与額

計

6,166
B/A

13,744

（平成28年度支給割合）

（注）

621,059

51,209

343,701



イ　退職手当（平成29年3月31日現在）

（支給率）

勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

ウ　時間外勤務手当

時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

エ　その他の手当（平成28年度決算時）

円
円

円
円
円
円

円

円
円
円
円
円
円
円

借家居住者（限度額） 27,000 円

（注）

28 314,953

49.59

49.59

扶養手当

手当名

49.59

41.325

（円）

207,464

1人当平均（円）

一般行政
職の制度
との異同 総額（千円）

同じ

支給実績（28年度決算）

住居手当 0

6,500
配偶者

1人当たりの平均支給額

1,452

390,796

0

片道5キロ以上10キロ未満 4,200
7,100

同じ

51,450
以後距離数によって決定

課長級

課長補佐級

通勤手当
片道15キロ以上20キロ未満 10,000

49,300

片道10キロ以上15キロ未満

支給限度額

最長6ヵ月の定期券等の価格による一括支給

管理職手当

31,400

2,000

同じ

勧奨・定年

29.145 34.5825

伊予市(水道事業）

自己都合勧奨

伊予市（一般行政職）

43,400

20.445 25.55625

年度

1,260

1,172

円

1ヵ月当たりの支給限度額 55,000

その他の部長級

分室長 37,400

309

次長級
同じ

千円

総務部長 60,000

31,600

55,200

配偶者がない場合にあっては、そのうち1人については11,000円

支給単価

交通用具使用者

交通機関使用者

片道2キロ以上5キロ未満

同じ

支給実績（総額）

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

13,000

子



８　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1）勤務時間の状況

（2）休暇の状況

　①年次有給休暇

28年中1人当たり　 日 （28年1月1日～28年12月31日）

②育児休業

28年度中取得者 11人

③その他の休暇

９　分限及び懲戒処分

（1）分限処分の状況

28年度処分件数 13件

（2）懲戒処分の状況

28年度処分件数 0件

１０　服務規律保持のための取り組み状況

１１　人材育成の取り組み状況及び研修の状況

　

人
人
人愛媛県研修所等 30

　地方公務員法では、服務の根本基準として、「全ての職員は、全体の奉仕者として公共
の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなけ
ればならない。」と規定しています。
　伊予市では、「伊予市職員倫理規程」を制定し、市民の疑惑や不信を招くことのないよ
う、機会あるごとに注意を喚起し、服務規律保持を図っています。また、「伊予市職員の
懲戒処分に関する指針」により懲罰で対応することとしています。

　「伊予市人材育成基本方針」を策定（平成18年3月）し、市民の協働と参画のまちづくり
を実現するための職員像を明らかにしています。（詳細は伊予市ホームページをご覧くだ
さい。）また、同方針に基づき、職員の勤務能率の発揮及び増進のため、各研修機関へ派
遣し、資質の向上に取り組んでいます。
　さらに、集合研修として、接遇研修、人事評価評価者研修、AED研修、コンプライアンス
研修、階層別研修、メンタルヘルス研修、手話研修等を実施しています。

市町村職員中央研修所 3
全国市町村国際文化研修所 8

　負傷や病気による療養、選挙権の行使、結婚、出産などの規則で定める事由に該当す
る場合には、有給の休暇を付与しています。また、職員の配偶者、父母、子等で負傷、
疾病又は障害のための介護を必要とする場合には、無給の休暇を付与しています。

　職員が3歳に満たない子を養育するため、育児のために休業することが認められる制
度です。（育児休業をしている期間は、給与は支給されません。）

　懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務にお
ける規律と秩序を維持することを目的としてなされる不利益処分であり、その種類は、免
職、停職、減給、戒告があります。

　職員の勤務時間は、1週間当たり38時間45分で、公務の運営上の事情等により特別の形態
によって勤務する必要のある職員を除き、午前8時30分から午後5時15分までとなっていま
す。この間、休憩時間を1時間取得することとなっています。

　年次有給休暇は、1年ごとに20日付与され、残日数は、翌年に限り繰り越すことがで
きます。

8

　分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に、公務能率の維持
を目的としてなされる不利益処分であり、その種類は、免職、休職、降任、降給がありま
す。



１２　職員の福祉及び利益の保護の状況

①職員健康診断

②共済組合への負担金

愛媛県市町村職員共済組合 千円
千円

③愛媛県市町村職員互助会への負担金

愛媛県市町村職員互助会 千円

28年度認定件数 2件

28年度措置要求件数 1件

（4）不利益処分に関する不服申立ての状況

28年度申立件数 0件

１３　任免

28年度実績

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人

（2）退職の状況

愛媛県公立学校共済組合

（3）再任用の状況

　地方公務員法により、任命権者は、定年退職者等を、従前の勤務実績等に基づく選
考により、常時勤務又は短時間勤務の職に採用することができるとされています。
　平成28年度の採用実績は3人です。

合計
3 9 3 15

定年退職 定年前退職 再任用
28年度退職者数

（1）採用の状況

8 8

事務職上級
民間企業等経験者事務職上級

29年度は、1月末現在で、事務職上級・保健師・文化財専門員・建築士
の採用試験を実施済みです。

2 222

2,606

26,818

　職員は、懲戒処分等その意に反すると認められる不利益な処分を受けた場合は、公平委
員会に対して、不服申立てをすることができるとされています。

（2）公務災害の状況

　公務上の災害又は通勤による災害に対する補償等については、地方公務員災害補償基金
愛媛県支部が実施しています。

（3）勤務条件に関する措置要求の状況

　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、地方公共団体
の当局により適当な措置が執られるべきことを要求することができるとされています。

28年度負担金

（1）福利厚生制度の状況

　職員の健康保持の増進と、疾病予防のため、労働安全衛生法に基づき、各種健康診
断、メンタルヘルス対策等を実施しています。
　28年度は、健康診断（410人受診）、婦人科検診（のべ200人受診）を実施し、検診結
果に応じた健康相談を行っています。
　また、精神疾患の増加に伴い、専門家によるカウンセリングルームを開設するなど、
職員が相談しやすい環境づくりに努めています。

　地方公務員等共済組合法に基づき、組合員等の相互救済を図るため、短期給付、長期
給付等の事業が愛媛県市町村職員共済組合・愛媛県公立学校共済組合で実施されてお
り、その費用を職員と市がそれぞれ約1/2ずつ負担しています。

　愛媛県市町村職員互助会は、愛媛県内の市町職員の福利厚生事業等を目的に昭和57年
に設立され、給付事業等が実施されており、その費用を職員と市が1/2ずつ負担してい
ます。

28年度負担金 383,968

技術職
土木上級

技術職
土木初級

保育士 合計

2

　伊予市職員の定年等に関する条例により、一部の職員を除いて定年年齢は60歳と
し、定年に達した日以降における最初の3月31日に退職することとしています。



１４　職員の退職管理の状況

　

定年退職者の概要
人

人

再就職の内容

人

人1

　平成28年度末に定年退職した伊予市職員の再就職状況を公表します。

人

伊予市再任用職員

定年退職者

職名

3
1

2

事業所等へ再就職した者
無職の者

人 数

合　　計

再 就 職 先 備　　　　考

人
等級

１級

２級

人

1

5

1

３級

合計

7.0

1.2

51

43

66

97

58

4

343

％

14.9

12.5

19.2

28.3

16.9

職位上の役職名

主事

主任

29

12

4

43

内訳

主任

管理栄養士

副理事

理事

主査

係長

副参事

参事

1

行政監理監（再任用）

行政職給料表（一）該当者
平成29年4月1日現在

１５　等級及び職位上の段階ごとの職員数

18

63

1

1

97

10

4

343

2

37

6

1

2

1

4

技師

主事

保育士

保健師

教育委員会事務局長

主査

教育監理監（再任用）

技術監理監（再任用）

係長

課長補佐

次長

所長（保育所）

24

園長（幼稚園）

子育て支援課分室長

４級

５級

６級

７級

合　　　計

課長

室長

所長

局長

課長の職務

1

部長

等級別基準職務表に
規定する基準となる職務

定型的な業務を行う職務

部長の職務

主任の職務

主査の職務

係長の職務

課長補佐の職務


